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【目　的】　薬局における受動喫煙防止対策を妨げている要因を明らかとするために、アンケート調査を実施
した。
【方　法】　t -薬局いんふぉに掲載されている薬局の管理薬剤師（500名）を対象にアンケート調査を実施した。
【結　果】　回収率は46.0％（230/500名）だった。全面禁煙している薬局は77名に留まった。全面禁煙化し
ていなかった薬局（151名）のうち、分煙や受動喫煙防止対策がない（対策なし）と回答したのは37名だった。
全面禁煙化していない薬局では、全面禁煙している薬局と比較して、年齢が高く、個人経営が多かった。ま
た、禁煙支援には非積極的であり、受動喫煙に対する理解も乏しかった。
【結　論】　受動喫煙防止対策が不十分な薬局の薬剤師は、年齢が高く、個人経営であった。
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はじめに
医療法では、調剤を実施する薬局は病院や診療所

と同じ医療提供施設に分類され、地域医療を担う医
療機関として位置づけられている。また「かかりつけ
薬剤師」は、患者が使用する医薬品について、一元的
かつ継続的な薬学管理指導を担い、医薬品、薬物治
療、健康等に関する多様な相談に対応できる資質を
有するとともに、地域に密着し、住民から信頼され
る薬剤師を指すと定義されている1）。タバコには発癌
物質などが含まれており2）、それらが原因の疾患や死
亡を減らすため、禁煙は有効な手段である。我々が
日本禁煙学会の医師や禁煙外来に通院中の患者を対
象に行った調査では、医師も患者も薬局薬剤師（薬剤
師）による禁煙支援が必要だと感じていた 3～5）。した
がって、薬剤師による禁煙支援は、かかりつけ薬剤
師に求められる資質のひとつであると考える。さらに
受動喫煙防止措置を講じ、来局する者すべてに無煙

環境を提供することも、地域の住民から信頼される
薬局に求められる機能だと思われる。薬局での受動
喫煙防止措置は、「健康増進法」6）や日本薬剤師会の
「禁煙運動宣言」7）により、全面禁煙化の薬局が増え
てきたが、未だに不十分な薬局がある 8）。そこで本
研究では、敷地内全面禁煙実施薬局と未実施の薬局
について、その管理薬剤師を対象に調査を行い、受
動喫煙防止対策を妨げている要因を明らかにするこ
とを試みた。

方　法
1. アンケート調査
東京都医療機関案内サービス内の「t -薬局いん

ふぉ」8）に登録されている薬局より、受動喫煙防止対
策が「全面禁煙」の薬局と、「喫煙所設置（分煙）」ま
たは「未実施」の薬局の管理薬剤師（各250名）を対象
にアンケート調査を実施した。アンケートは2017年
2～3月に郵送し、4月末までに郵送法にて回収した。
本調査は昭和大学薬学部の人を対象とする研究等に
関する倫理委員会の承認（第267号）を得ている。

2. 統計解析
受動喫煙防止対策として、敷地内全面禁煙となっ

ている「全面禁煙」と敷地内全面禁煙となっていない
「未実施」の2群に分けて比較した。さらに、「未実
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施」の中で、受動喫煙防止対策が分煙や対策がない
薬局を「対策なし」として全面禁煙と比較した。統計
解析は、χ2検定、Fisherの直接確率法、Student’s t
検定を用い、p＜0.05を有意差の判定とした。なお、
無回答があった質問に関しては、無回答者を除外し
た値で統計解析を実施した。

結　果
1． 回収率および回答者背景（表1）
回収率は46.0％（230/500名）だった。t -薬局いん
ふぉ 8）で、全面禁煙となっていた薬局からの回収率

は52.8％（132/250名）、「分煙」、「未実施」となって
いた薬局からの回収率は39.2％（98/250名）だった。
なお、t -薬局いんふぉ 8）の受動喫煙防止措置の情報
とアンケートの回答が異なっていたため、本研究で
はアンケートの回答をもとに群分けを行った。
回答者の平均年齢は49.2歳、薬剤師歴は23.3年
であった。「あなたはタバコを吸われますか？」との
質問には、「喫煙経験なし」が146名（63.5％）と多
かった。薬局の経営スタイルは、チェーンが96名
（41.7％）、個人経営が123名（53.5％）だった。薬局
の喫煙環境は、敷地内全面禁煙（駐車場等を含む）が

表1　回答者背景

1 
 

表1.　回答者背景

無回答

男
女
無回答

無回答

吸う
かつて吸っていた
喫煙経験なし

はい
いいえ
無回答

無回答

無回答

無回答

チェーン
個人経営
その他
無回答

敷地内全面禁煙 (駐車場等を含む）
薬局内禁煙
薬局内分煙
対策を講じていない
その他
無回答

1: 全面禁煙 vs. 未実施
2: 全面禁煙 vs. 対策なし

p値

あなたはタバコを吸われますか？

51.1 ± 13.5

薬局の経営スタイルはどれですか？

あなたは地域の薬剤師会などが認定している
禁煙指導認定薬剤師ですか？

一日の処方せん枚数は約何枚ですか？
（平均値±SD、枚）

1.6 ± 1.4

勤務する薬局の従業員数を教えてください。

65.5 ± 137.7

3.3 ＋ 2.6薬剤師（平均値±SD、人数）

事務員（平均値±SD、人数）

45.0 ± 12.7

あなたの薬剤師歴は何年ですか？
（平均値±SD、年）

23. 3± 13.6 19.6 ± 12.7

性別

全体 全面禁煙

年齢（平均値±SD、歳） 49.2 ± 13.6

あなたの勤務する薬局の喫煙環境を教えてく
ださい。

対策なし

p値

59.2 ± 11.9

34.4 ± 12.9

86.9 ± 331.3

2.6 ± 2.7

1.1 ± 1.5

66.9 ± 44.7 65.2 ± 166.7

3.6 ± 2.8 3.1 ± 2.4

1.8 ± 1.6 1.6 ± 1.3

未実施

25.0 ± 13.6
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77名（33.5％）、薬局内禁煙が114名（49.6％）、薬局
内分煙が5名（2.2％）、対策を講じていないが32名
（13.9％）であった。
回答者背景を、「全面禁煙」と「未実施」に分けて解
析した結果、「全面禁煙」と比較して「未実施」では、
年齢が高く（p＝0.001）、それに伴って薬剤師歴も長
かった（p＝0.004）。また、個人経営が多かった（p
＝0.008）。どの群も喫煙未経験者が多かったが、喫
煙者が「全面禁煙」に比べて「未実施」で多かった（p

＝0.039）。引き続いて「対策なし」では、「全面禁煙」
と比較して、年齢が高く（p＜0.001）、薬剤師歴も長
かった（p＜0.001）。また、個人経営が多かった（p 
＜0.001）。

2． 薬局の禁煙支援環境（表2）
「薬局の店舗は喫煙制限区域にありますか？」との
質問では、各群とも「いいえ」が最も多かった。「薬
局の店舗はどのような場所にありますか？」には、全

表2　薬局の禁煙支援環境

2 
 

表2.　薬局の禁煙支援環境

はい
いいえ
把握していない
無回答

商店街
住宅街
オフィス街
医療機関の周辺、医療モール内
ショッピングセンター内
公共輸送機関などのターミナル周辺
その他

OTC薬は取り扱っていますか？

はい
取り扱っていない

ニコレット®

ニコレット®パッチ

ニコチネル®

ニコチネル®パッチ

シガノン®

チャンピックス®錠

ニコチネル® ®

禁煙補助薬は取り扱っていない

その他
無回答

薬局内に禁煙啓発ポスターは貼っていますか？

はい
いいえ
無回答

薬局でタバコの販売はしていますか？

はい
いいえ
無回答

従業員でタバコを吸われる方はいますか？

はい
いいえ
把握していない
無回答

1: 全面禁煙 vs. 未実施
2: 全面禁煙 vs. 対策なし

対策なし
p値

あなたの薬局で取り扱っている禁煙補助薬はど
れですか？（複数回答可）

p値

薬局の店舗はどのような場所にありますか？
（複数回答可）

全面禁煙 未実施

薬局の店舗は喫煙制限区域にありますか（面し
ていますか）？



日本禁煙学会雑誌　第12巻第6号　2017年（平成29年）12月22日

114

薬局での受動喫煙防止対策を妨げる要因の調査

群で住宅街が50％を超えていた。また「全面禁煙」と
「未実施」でそれぞれ、「商店街」は14名（18.2％）と
47名（31.1％）、「医療機関の周辺、医療モール内」は
15名（19.5％）と10名（6.6％）と回答分布が異なって
いた（p＝0.037、p＝0.003）。OTC薬の取り扱いの
有無と取り扱っている禁煙補助薬では差はなかった
が、チャンピックス®錠の取り扱いが、「全面禁煙」
では36名（46.8％）、「対策なし」では11名（29.7％）
と差のある傾向が認められた（p＝0.095）。タバコ販
売については「全面禁煙」では1名（1.3％）、「未実施」
では7名（4.6％、p＝0.271）、「対策なし」では5名
（13.5％、p＝0.014）が取り扱っていた。「従業員で
タバコを吸われる方はいますか？」では、「全面禁煙」
と「未実施」でそれぞれ、「はい」が14名（18.2％）と
49名（32.5％）で「未実施」で多い傾向が認められた
（p＝0.068）。さらに「対策なし」でも14名（37.8％）
と「全面禁煙」と比較して喫煙する従業員がいる割合
が多い傾向であった（p＝0.059）。

3． 禁煙支援の現状と必要性（表3）
薬剤師の禁煙支援について、「禁煙の勧め」、「禁
煙補助薬の供給・服薬指導」、「禁煙指導」、「禁煙外
来への受診勧奨」に分けて質問した。なおアンケート
には、各項目の定義を示した 3～5）。
禁煙支援の現状では、「禁煙指導」（p＝0.005）で

「全面禁煙」と「未実施」で回答分布が異なっていた。
「対策なし」では、「全面禁煙」と比較し「禁煙の勧め」
（p＝0.021）、「禁煙補助薬の供給・服薬指導」（p＝
0.035）、「禁煙外来への受診勧奨」（p＝0.019）で差
が認められた。また、禁煙支援の必要性では、どの
群もすべての項目で「とても思う」と「やや思う」の回
答が多く、群間の差はなかった。

4. 受動喫煙および電子タバコ（非燃焼・加熱式タバ
コ）に関する意識（表4、5）

「普段の生活で受動喫煙の健康被害を感じること
はありますか？」、「飲食店での受動喫煙についてど
のように感じますか？」、「東京オリンピックでも罰
則付きの対策が必要だと思いますか？」の各質問で、
「全面禁煙」と「未実施」で回答に差はなかった。しか
し、「全面禁煙」と「対策なし」では、両群間の回答分
布に差がある傾向があった（p＝0.015、p＝0.064、
p＝0.020）。
「薬局で電子タバコの販売はしていますか？」には、

「未実施」で4名（2.6％）、「対策なし」で1名（2.7％）
販売していた。「電子タバコの有害性や健康への影
響について知っていますか？」には、「全面禁煙」と
「対策なし」でそれぞれ、「よく知っている」が9名
（11.7％）と2名（5.4％）、「少し知っている」が27名
（35.1％）と9名（24.3％）、「あまり知らない」が32
名（41.6％）と14名（37.8％）、「全く知らない」が6
名（7.8％）と11名（29.7％）で差が認められた。（p＝
0.018）。「電子タバコの公共機関での利用について制
限すべきだと思いますか？」には、「全面禁煙」と「対
策なし」でそれぞれ、「制限すべき」が49名（63.6％）、
11名（29.7％）、「制限すべきでない」が6名（7.8％）、
2名（5.4％）、「わからない」が19名（24.7％）、23名
（62.2％）と回答に差が認められた。（p＝0.001）

5. 実務実習での禁煙支援に関する現状および
 必要性（表6）
「あなたの勤務する薬局では、薬学部の実務実習
生を受け入れていますか？」との質問では、どの群
も「いいえ」が多かった。「実務実習で学生が禁煙支
援を経験できていますか？」では、各群とも「ほと
んどない」との回答が多く、差はなかった。「実務実
習で学生が禁煙支援を経験する必要はあると思いま
すか？」との質問に対して、「全面禁煙」と「対策な
し」でそれぞれ、「とても思う」が22名（28.6％）、6
名（16.2％）、「やや思う」が37名（48.1％）、16名
（43.2％）、「あまり思わない /全く思わない」が7名
（9.1％）、8名（21.6％）と差がある傾向が認められた
（p＝0.096）。

考　察
1. 回答者背景
回答者は我々が先に実施した調査（t -薬局いん
ふぉより対象者を抽出）と同様の背景となった 3）。
2011年に日本薬剤師会・職能対策委員会地域保健
検討会委員が所属する地域支部薬剤師会の会員を
対象に行った先行研究では、全面禁煙26.1％、薬
局内禁煙52.9％、従業員用の喫煙スペース有り（分
煙）6.3％、対策を講じていない5.3％、未記入9.4％
であった 9）。ただし、この調査対象地域に東京都は
入っていない 9）。一方、本研究では敷地内全面禁
煙が33.5％、薬局内禁煙が49.6％、薬局内分煙が
2.2％、対策を講じていないが13.9％であり、調査対
象地域は東京都であるため先行研究とは異なってい
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表3　禁煙支援の現状と必要性

3 
 

表3.　禁煙支援の現状と必要性

勤務する薬局で、薬剤師による禁煙支援は行われていますか？

禁煙の勧め
よくある
時々ある
ほとんどない
全くない
無回答

禁煙補助薬の供給・服薬指導
よくある
時々ある
ほとんどない
全くない
無回答

禁煙指導
よくある
時々ある
ほとんどない
全くない
無回答

禁煙外来への受診勧奨
よくある
時々ある
ほとんどない
全くない
無回答

薬局の薬剤師による禁煙支援は必要だと思いますか？

禁煙の勧め
とても思う
やや思う
あまり思わない
全く思わない
無回答

禁煙補助薬の供給・服薬指導
とても思う
やや思う
あまり思わない
全く思わない
無回答

禁煙指導
とても思う
やや思う
あまり思わない
全く思わない
無回答

禁煙外来への受診勧奨
とても思う
やや思う
あまり思わない
全く思わない
無回答

1: 全面禁煙 vs. 未実施
2: 全面禁煙 vs. 対策なし

p値
全面禁煙 未実施

p値
対策なし
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表4　受動喫煙に対する意識

表5　電子タバコに関する意識

4 
 

表4.　受動喫煙に対する意識

感じる
少し感じる
あまり気にしない
全く気にしない
無回答

全面禁煙にしてほしい
分煙にしてほしい
あまり気にならない
全く気にならない
無回答

とても思う
やや思う
あまり思わない
全く思わない
無回答

1: 全面禁煙 vs. 未実施
2: 全面禁煙 vs. 対策なし

p値

WHOは「たばこのない五輪」を提唱しており、近
年の五輪開催都市は全て罰則付きの対策を講
じてます。東京オリンピックでも罰則付きの対策
が必要だと思いますか？

普段の生活で受動喫煙の健康被害を感じること
はありますか？

対策なし

飲食店での受動喫煙についてどのように感じま
すか？

全面禁煙 未実施
p値

5 
 

 

  

表5.　電子タバコに関する意識

はい
いいえ
無回答

よく知っている
少し知っている
あまり知らない
全く知らない
無回答

とても思う
やや思う
あまり思わない
全く思わない
無回答

制限すべき
制限すべきではない
わからない
無回答

1: 全面禁煙 vs. 未実施
2: 全面禁煙 vs. 対策なし

p値p値
対策なし

電子タバコの公共機関での利用につい
て制限すべきだと思いますか？

全面禁煙 未実施

薬局で電子タバコ（PloomやiQOSなど
の非燃焼・加熱式）の販売をしています
か？

電子タバコの有害性や健康への影響
について知っていますか？

電子タバコが、非喫煙者をタバコに誘
導する要因になり得ると思いますか？
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るが、大きな改善は認められなかった。東京オリン
ピック・パラリンピックに向けて、受動喫煙防止対
策が促進されることが期待されているが、東京都だ
けでなく全国規模で改善されることを期待したい。

2. 薬局の禁煙支援環境
敷地内全面禁煙化を行っていないと回答した薬
剤師に、その理由をお聞きしたところ（自由記述）、
39.1％は無回答であったが、最も多かった理由は「立
地の問題」で31.1％だった（data not shown）。薬局の
店舗がある場所は、「全面禁煙」に比べ、「未実施」、
「対策なし」では、「商店街」が多く、逆に「医療機関
の周辺、医療ターミナル周辺」が少なかったことが関
係していると思われる。その他の理由としては、「薬
局内で喫煙する人がいないため」が15名、「従業員に
喫煙者がいるため」が11名、「灰皿や喫煙スペースを
設置する必要があるため」が8名などの回答があった
（data not shown）。コンビニエンスストアの出入口に
設置されている灰皿が受動喫煙の原因となっている
ように 10）、薬局の出入口に灰皿があっては、薬局で
の受動喫煙防止対策は前進しない。また、「全面禁
煙」で1名、「未実施」で7名と差はあるものの、調

査時において全体の3.5％（8名 /228名）でタバコの
販売を行っており、すべて個人経営の薬局であった。
2007年に日本薬剤師会が、「基準薬局」の認定基準
改定で「薬局内が全面禁煙であり、タバコを販売して
いないこと」を盛り込んだにもかかわらず 7）、未だに
販売が行われていることは努力義務による受動喫煙
防止対策の限界を示していると思われる。

3. 禁煙支援と受動喫煙防止対策
薬局の従業員に喫煙者がいると、薬剤師による禁
煙啓発の取り組みが消極的になるとの報告があり11）、
我々も喫煙をする従業員の存在が禁煙支援を妨げて
いることを確認している3）。薬局は、さまざまな疾患
の患者が薬の説明を受け、薬を受け取る場所である。
つまり全来局者に無煙環境を提供しなければならな
い。本調査では有意差はなかったが、「全面禁煙」と
比較して、「未実施」と「対策なし」で喫煙する従業員
がいると回答した方が多く、喫煙する従業員が、不十
分な禁煙支援の状況を生み出していることを再確認で
きた。一方、「対策なし」でも、禁煙支援の必要性は
感じていたが、禁煙支援の実施率が低く、受動喫煙
に関する認識も低い。よって、努力義務ではこれ以

表6　実務実習での禁煙支援に関する現状および必要性

6 
 

表6.　実務実習での禁煙支援に関する現状および必要性

はい
いいえ
無回答

よくある
時々ある
ほとんどない
全くない
よくある/時々ある
ほとんどない
全くない

とても思う
やや思う
あまり思わない
全く思わない
無回答
とても思う
やや思う
あまり思わない/全く思わない
無回答

1: 全面禁煙 vs. 未実施
2: 全面禁煙 vs. 対策なし

p値p値

勤務する薬局では、薬学部の実務実習生
を受け入れていますか？

実務実習で学生が禁煙支援を経験する
必要はあると思いますか？

実務実習で学生が禁煙支援を経験できて
いますか？

全面禁煙 未実施 対策なし
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上の禁煙支援や対策を講じることは期待できない。本
邦でも、早急に法による規制が必要だと考える。厚生
労働省は、主として健康上の配慮を要する者が利用
する医療施設は敷地内全面禁煙としている12）。現在、
医療施設は、中国、ロシアでは敷地内全面禁煙、カ
ナダ、アメリカ、イギリス、フランスなどでは、屋内
禁煙（喫煙室の設置は認めない）となっており、本邦の
受動喫煙防止対策は著しく遅れている12）。
日本医師会、日本歯科医師会、日本薬剤師会、日
本看護協会の四師会では、例外規定や特例を設けな
い受動喫煙防止対策を強化・実現するための健康増
進法改正案（受動喫煙防止対策）の成立を目指してい
る 13）。2020年に東京オリンピック・パラリンピック
を控えているが、近年の競技大会開催地および開催
国では、公共の施設や飲食店について、罰則を伴う
受動喫煙防止対策をとっている 12）。WHO（世界保
健機構）は、本邦の受動喫煙防止対策は時代遅れだ
と苦言を呈し、公共施設については、国レベルで屋
内を完全に禁煙するように要請している 14）。

4. 電子タバコ（非燃焼・加熱式タバコ）に関する意識
ニコチン溶液をエアロゾル化する電子タバコは世界
的に普及してきており、本邦では葉タバコを電気的に
加熱する非燃焼・加熱式タバコである iQOSが2014
年から、Ploomが2013年から販売されている15）。電
子タバコや非燃焼・加熱式タバコは、使用者本人お
よび社会への危険性が低くポイ捨てによる火災の心
配が少ないという名目で購買欲を促している 15）。使
用開始からの年限が短いため、長期使用毒性に関す
る報告が少ないが 16）、紙巻きタバコと同様に有害物
質を含んでいることに変わりはない。また、電子タ
バコは非喫煙者（特に未成年者）を紙巻きタバコに誘
導するゲートウェイになること 17）、電子タバコの愛
好者の多くが紙巻きタバコも使用しており自身や周
りの方への有害性が指摘されている 18）。さらに電子
タバコを用いた禁煙治療が試みられていたが、メタ
解析で電子タバコ使用者の方が非使用者よりも禁煙
しにくいことが明らかとなった 19）。本研究で、すで
に電子タバコ（非燃焼・加熱式タバコ）の販売を始め
ている薬局があることが明らかとなり、電子タバコ
（非燃焼・加熱式タバコ）への対策が急がれる。

5. まとめ
本研究では、医療提供施設である薬局でも、未だ

にタバコを販売している薬局や、受動喫煙防止措置
が不十分な薬局があることが確認できた。受動喫煙
防止対策が不十分な薬局の薬剤師は、年齢が高く、
個人経営であった。健康増進法で受動喫煙防止が義
務づけられているものの、どの薬局でも無煙環境を
提供できるようにするには、罰則付きの対策が必要
だと思われる。電子タバコ（非燃焼・加熱式タバコ）
を販売している薬局もおり、電子タバコ（非燃焼・加
熱式タバコ）による受動喫煙防止対策も急務であると
考える。
薬学生の実務実習では、ほとんど禁煙支援が実施

されていないことが明らかとなり、次世代の医療を
担う薬学生に受動喫煙防止対策も含めて、禁煙支援
を経験させる実務実習のシステムづくりも必要だ。
このような取り組みにより薬局での受動喫煙防止対
策がさらに進むことを期待したい。
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Investigation of factors interfering with measures to prevent  
passive smoking in pharmacies

Tomoko Shinji1, Tsukasa Ohnishi2, Masaaki Ishibashi1, Ayaka Yamamoto1

Asuka Nagano1, Hironori Sagara2, Sanju Iwamoto1, Masakazu Ishii1

Abstract
Objective: We investigated the factors interfering with measures to prevent passive smoking in pharmacies.
Methods: A survey was sent to 500 pharmacists in community pharmacies published in Tokyo Metropolitan 
Medical Institution Information. 
Results/Findings: The questionnaire response rate was 46.0% (230/500 pharmacists). Subjects were 77 phar-
macists who worked in completely smoke-free pharmacies. Among the not completely smoke-free pharma-
cies groups, there were 37 pharmacists who worked in pharmacies with separate areas for smokers and non-
smokers, or with no action plan for smoking cessation. Higher age and personal management of pharmacies 
were more frequent in the incompletely smoke-free pharmacies group. They were not aggressive in smoking 
cessation support and lacked understanding of passive smoking. 
Conclusion: Pharmacists in pharmacies with inadequate countermeasures for passive smoking were older in 
age and individual owners.
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passive smoking prevention measures, smoking cessation support, pharmacist in pharmacy
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